
市道信号所通り線電線共同溝詳細設計業務特記仕様書 

 
第１章 総 則 

１－１ 適 用 

１  本業務仕様書は「市道信号所通り線電線共同溝詳細設計業務」（以下「本業務」とい

う）に関して必要な事項を定めるものであり、本業務は仕様書に従い履行するものとする。 

 

１－２ 履行期間 

１ 履行期限は下記の通りとする 

  自：契約締結日の翌日  から  至：令和８年１１月３０日まで 

２ 業務執行 

本業務遂行にあたっては発注者と十分な連絡協議を図り、精度の保持に留意し、良心的か

つ正確に執行し、手戻りのないよう十分注意すること。 

受注者は、工程に変更が生じた場合には、速やかに変更工程表を提出し、協議しなければな

らない。 

受注者は、当該地区の関係者と不要な摩擦を起こさぬよう適宜処置を講じて作業の実施に

あたること。 

 

１－３ 業務対象範囲 

１ 本業務の対象範囲は、市道信号所通り線（以下「信号所通り線」という）片側L=100mを

対象とする。 

 

１－４ 秘密の保持 

１ 本業務において知りえた秘密は、第三者に漏らしたり、公言してはならない。 

 

１－５ 成果品 

１ 成果品については、次のものを提出すること。 

① 電子媒体 ※図面データはDWG、SFC、ドキュワークス、PDFの4形式とする。 

② 紙媒体(図面を含む報告書) 

２ 成果品の部数及び大きさ等については、事前に発注者と打ち合わせを行うこと。 

３ 成果品は、発注者の所有物とし、発注者の指示を受けないで他に公表、貸与、使用等しては

ならない。 

 

１－６ 疑義の解釈 

１ 本業務に定める事項について疑義を生じた場合、または、本業務に定めのない事項につ

いては、発注者、受注者の協議によるものとする。 

 

 

 

 



第２章 業務内容 

２－１ 業務目的 

本業務は、無電柱化を推進するために電線共同溝の詳細設計を行うものである。 

本業務において、受託者は施工計画の検討において、信号所通り線（道路本線）の施工時期は元より、

道の駅整備事業の施工時期など、関連する各種事業の施工計画と整合を図ることに充分留意し、共同

溝埋設工事に手戻りが出ない様に関係事業と密に協議連絡を取り合い、より精度の高い効果的な施工

計画を作成すること。 

また、東北電力及びNTTの電線管理者との調整・協議を踏まえ、経済的かつ合理的に設計し、工事発

注に必要な図面・報告書を作成することを目的とする。 

 

２－２ 設計内容 

本委託の主な業務内容は、下記のとおりとする。 

 

１ 設計業務 

（１）電線共同溝詳細設計 

1） 設計条件の整理・検討 

設計図書に示す事項及び貸与資料等を把握のうえ、現地踏査等に基づき設計条件お

よび設計上の基本事項の整理・検討を行うものとする。 

〈主な検討項目〉 

① 資料の収集・整理 

② 電線共同溝収容物件の収容計画 

③ 構造形式及び区間の設定 

④ 管路部の配列、特殊部の配置位置の設定 

⑤ 平面、縦断線形の設定 

⑥ 管路部、特殊部及び仮設構造物の設計断面、条件の設定検討 

⑦ 細部条件（付属物等）検討 

⑧ 道路・交通・沿道状況の検討 

⑨ 各種関連事業計画との整合性の検討 

⑩ 施工計画検討 

 

2） 平面・縦断線形設計 

管路部、特殊部、地上機器部及び仮設構造物における平面及び縦断的に連続する部分

の設計を行う。設計にあたり、他埋設物へ影響が生じるような場合には関係機関との

協議・調整を行いながら、設計を進めること。この設計には、土工、道路付属物、舗

装の撤去、仮復旧を含むものとする。 

 

3） 数量計算 

設計及び施工条件を考慮した数量計算を実施し、数量計算書を作成するものとする。 

 

4） 管路部設計 

管路部の詳細な設計を行うものとする。また、関係機関との協議、調整結果を適正に

反映しているか確認するものとする。 

 



5） 特殊部設計 

特殊部について、詳細な設計を行うものとする。また、関係機関との協議、調整結果

を適正に反映しているか確認するものとする。 

 

6） 地上機器部設計 

地上機器部について詳細な設計を行うものとする。また、関係機関との協議、調整結

果を適正に反映しているか確認するものとする。 

 

7） 施工計画 

施工計画にあたって交通処理、施工方法、施工順序、仮設計画、仮設備計画、工程、

支障埋設物件の有無等を検討し、工事費積算にあたって必要な計画を記載した施工計画書

を作成するものとする。 

 

8）  関係機関との協議用資料作成 

本業務における関係機関との協議資料を作成すること。 

 

9）  詳細設計各部計算 

本業務の遂行にあたっては、設計条件等より応力計算が必要と判断される各部について

各部計算を行う 

• 管路部 

• 特殊部 

• 地上機器部 

 

10） 照査 

本業務における設計を照査すること。 

 

11） 報告書作成 

報告書の作成にあたっては、図や表を用いて、分かりやすい表現に努め、業務内容の

取りまとめを行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－３ 設計条件 

業務内容の条件等については下記のとおりとする。 

 

項 目 
 

条 件 等 

【設計業務】  

 電線共同溝詳細設計 設計延長 ： 100m（片側） 

 対象地域 ： 市街地以外 

 予備設計成果 ： なし 

 応力計算ケース数 ： １ケース 

打合せ 業務着手時、中間打合せ 1 回、成果物納入時（計 3 回） 

関係機関打合せ協議 2 機関 

その他 地下埋設物試掘調査、地質調査は業務対象外 

歩道等の景観を考慮した設計は行わない 

 

２－４ 使用する主な図書および基準 

本業務の履行に際し、使用する主な図書及び基準等については下記に示す。 

・共通仕様書（宮城県土木部） 

・電線共同溝整備マニュアル（案） 

・その他関連図書 

なお、使用する主な図書及び基準は業務計画書に記載し、監督員の確認を受けること。 

 

２－５ 貸与資料 

本業務の履行に際し、下記の資料が必要な場合、貸与するものとする。 

・測量成果(現況図等) 

・市道信号所通り線道路詳細設計成果 

・地下埋設物関連資料 

・参画事業者配線計画資料 

・その他、本業務の履行に際し必要と認めるもの。 



電線共同溝　実施設計　L=100m（片側）

市道信号所通り線

委　託　位　置　図

委託位置図

電線共同溝詳細設計業務



参 考 明 細 書



令和 8 年度

作成日 令和8年5月12日

令和７年度　市道信号所通り線電線共同溝詳細設計業務

白石市大平　地内

1.電線共同溝詳細設計　L=100m

自 契約締結日の翌日から

至 令和 8 年 11 月 30 日

業 務 概 要

業 務 名

白　石　市

実 施 設 計 書

履 行 期 間

業 務 場 所



費　　　　　目 数　量 備　　　　　考

変更請負委託費算出 11,807,000*12,100,000/12,499,300

変更請負消費税相当額

変更請負工事費総計

総  　　括  　　表

電線共同溝設計業務

1式

規　　　　　格 金　　　額

変更設計価格*前回請負額/前回設計額
0

0

0

(税率：10 %)

　　　設計業務

　　　消費税相当額

　　　委託費総計



名      称 仕      様 数 量 単位 単  価 金   額 備    考

≪業務内訳書≫

【直接業務費】

１． 電線共同溝（C・C・BOX）詳細設計　全体設計 　　設計延長　L=100m 1 箇所  別紙 第 1号明細書

２． 電線共同溝（C・C・BOX）詳細設計 各部計算 1 式  別紙 第 2号明細書

３． 打合せ 中間打合せ：１回 1 業務  別紙 第 3号明細書

2

計

【直接経費】

１． 電子計算機使用料

計

式

1

計

1 式

　　【その他原価】

1２． 電子成果品作成費

式

３． 旅費交通費

1 式

　　【一般管理費等】 1 式

合   計

４． 関係機関打合せ協議 機関  別紙 第 4号明細書



【第 1号明細書】 電線共同溝（C・C・BOX）詳細設計　全体設計 1箇所当り

令和8年4月以降　単価

技 師 長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技 術 員 小   計 金額計 単位当り 備考

2.00%

１． 全体設計-設計条件の整理検討 -         0.900       0.600       0.900       0.300       0.600       標準歩掛×補正率0.60

２． 全体設計-平面・縦断線形設計 -         0.600       1.200       1.800       1.800       2.100       標準歩掛×補正率0.60

３． 全体設計-数量計算 -         -         0.900       1.800       2.100       3.000       標準歩掛×補正率0.60

４． 管路部設計 -         -         0.900       1.500       1.500       2.100       標準歩掛×補正率0.60

５． 特殊部設計 -         -         1.500       1.500       1.500       2.700       標準歩掛×補正率0.60

６． 地上機器部設計 -         -         1.200       1.200       1.200       0.900       標準歩掛×補正率0.60

７． 施工計画 -         0.600       0.600       0.900       0.300       -         標準歩掛×補正率0.60

８． 関係機関との協議用資料作成 -         0.600       0.600       1.500       0.900       0.900       標準歩掛×補正率0.60

９． 照査 -         0.600       0.900       1.800       1.800       -         標準歩掛×補正率0.60

１０． 報告書作成 -         0.600       1.200       1.500       0.300       1.200       標準歩掛×補正率0.60

１１． -         -         -         -         -         -         

１２． -         -         -         -         -         -         

計

合計

補正率 ＝［R1］×（1＋［R2〕＋［R3］） 0.60 ※補正率は小数第3位を四捨五入

R1 電線共同溝詳細設計　設計延長 500m以下（L=100m） 0.7

R2 電線共同溝詳細設計　予備設計成果 予備設計あり

R3 電線共同溝詳細設計　地域補正 市街地(DID地区)以外の地域 -0.15 P3-2-119

                                       　職    種

　区    分

電子計算機
使用料

直   接   人   件   費



【第 2号明細書】 電線共同溝（C・C・BOX）詳細設計 各部計算 1式当り(ケース)

令和8年4月以降　単価

技 師 長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技 術 員 小   計 金額計 単位当り 備考

2.00%

１． 管路部詳細設計 -         -         0.400       0.400       -         -         標準歩掛×補正率0.85

２． 特殊部詳細設計 -         -         0.400       0.400       0.900       -         標準歩掛×補正率0.85

３． 地上機器部詳細設計 -         -         -         0.400       0.400       -         標準歩掛×補正率0.85

計

合計

補正率 ＝［R1］×（1＋［R2〕＋［R3］） 0.85 ※補正率は小数第3位を四捨五入

R1 電線共同溝詳細設計　応力計算ケース ケース数（1～3） 1

R2 電線共同溝詳細設計　予備設計成果 予備設計がある

R3 電線共同溝詳細設計　地域補正 市街地(DID地区)以外の地域 -0.15

                                       　職    種

　区    分

直   接   人   件   費 電子計算機
使用料



【第 3号明細書】 打合せ 1業務当り

令和8年4月以降　単価

技 師 長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技 術 員 小   計 金額計 単位当り 備考

2.00%

１． 業務着手時 0.50         0.50         0.50         

２． 中間打合せ　中間：１回 0.50         0.50         0.50         標準歩掛

３． 成果物納入時 0.50         0.50         0.50         

計

合計

補正率 -

                                       　職    種

　区    分

直   接   人   件   費 電子計算機
使用料



【第 4号明細書】 関係機関打合せ協議 1機関当り

令和8年4月以降　単価

技 師 長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技 術 員 小   計 金額計 単位当り 備考

2.00%

１． 関係機関打合せ協議 0.50         0.50         

計

合計

関係機関 ２ 機関 電力、NTT P3-2-1

                                       　職    種

　区    分

直   接   人   件   費 電子計算機
使用料


